











A Study on Local Activation by Reusing an Old Type of Commercial Establishment














This paper aims to consider the plan which activates the great city suburb area where the population is decreasing by
recycling and reusing the old type of shopping area and the wholesale dealer trade housing complex. There is a commercial
establishment of the old type in a crisis of a decline. But such as those facilities are conveniently-located, and the rent is
inexpensive, it’s excellent as incubation facilities. A great city suburb area can be reborn in the town where young
proprietors and entrepreneurs gather by reusing these. They fall on the child rearing generation. Therefore it’s necessary to
maintain some urban function such as commerce, residence, education and medical treatment to bring these generations.
The big role also to activate an area in the future old generation is expected.
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図8.1 移住に興味がある理由 図8.2 地方へ移住する場合に優先する住宅についての条件
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近い将来，人口割合が増加する（これからの）高齢者世代については，単なる住民や消費者としての関わりではなく，
できるだけ早い段階から「シニア起業家」などとして，その地域で再スタート，再チャレンジする主役の一人として，
あるいは，若手かシニアかを問わず，その地域でビジネスをはじめようとする人材を支えるサポーター，協力者，従業
者といった脇役の立場で，地域の活力創出に貢献する役割が期待される。例えば，ポスト団塊ジュニア世代に属するこ
れからの高齢世代の中には，就職氷河期と重なってしまったがために，上の世代に比べて様々な仕事や業界を幅広く経
験している人が多いかもしれない。そうした経験や経歴は，新しくビジネスを起業する場合や，多様な商売・ビジネス
をサポートする立場において大いに役に立つ可能性がある。
大都市近郊地域の活性化を推進するためには，若い経営者や起業家などとともに子育て世代を呼び込み，そして近い
将来高齢者となる世代をも取り込んで，両世代が共存共栄するしくみ，互いが互いの力になる関係を組み込んだまちづ
くりを進めることが必要となろう。そしてそのトリガーとして，また中核的な施設としての可能性を有するのが，現在
衰退の危機にあり，地域の「お荷物」となりつつある旧来型商業施設であると評価する。それらが有する立地特性を活
かすことでビジネス人材を呼び込み，その活動を地方自治体，地方金融機関，地域住民など地域全体がサポートする。
こうした取り組みが広く伝わることで，新たな人材をさらに外部から引き込むことにつながる。旧来型商業施設を核と
した人とビジネスの好循環をつくり出すことにより，地域に新たな活力が持続的に生み出される。大都市近郊地域が，
現在直面する空洞化の危機を脱し，賑わいと活気のあるまちであり続けることを期待したい。
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